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制度分析と国際経営

- 制度理論とアジアフロンティア地域CLMVT(カンボジア､ラ
オス､ミャンマー､ベトナム､タイ).中国-

InstitutionAnalysisandInternationalManagement:
InstitutionTheoryandCIJMVT(Cambodia,Laos,Myanmer,Vietnam,Thai)･China
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はじめに

本稿では､制度､制度分析とは何かについ

て述べ､リージョナルな制度として地域統合 ･

協力であるASEANとAFTA,CLMVT (カン

ボジア､ラオス､ミャンマー､ベ トナム､タイ)

について論じる｡

日本企業の今後のグローバル戦略において､

アジア地域は依然として重要であろう｡最近

BRIICsの台頭が話題となっているが､BRICs

とは今後成長が期待される大国､ブラジル､ロ

シア､インド､中国である｡中国とインドはア

ジアであり､ロシアも極東アジア地域にある｡

将来においてもアジアは､日本企業のグローバ

ル戦略において最も重要な地域であろう｡

本稿では､ASEANとAFTAについて言

及し､アジア地域の中で､これからの発展が

期待されるアジアのフロンティア諸国として

CLMVTを取り上げる｡
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制度分析の理論

制度分析の先行研究､関連研究

第 1の制度分析の先行研究 ･関連研究と

して､経済学の分野での制度研究として制度派

経済学､比較制度分析 1)がある｡ この研究に

は､North(1990)､Coase(1988)､Milgram&

Roberts(1992)､青木 (1992),青木 (1995),

青木(2001)､Marsden(1999)､Eggertsso(1990),

Hall&Soskie(221)などの研究が著名である｡

そのほか､比較制度分析の視点で中国の経済を

研究した呉 (2007)､雇用システムを研究した

Marsden(1999)などは注目される｡

第2の制度分析の関連研究として､資本

主義の多様性に関する経済学からの研究があ

る｡ 世界各国は､ひとしくグローバル市場主

義の圧力にさらされているが､そのことは必

ずしも世界が同じ型の市場主義経済に収赦す

ることを意味しない｡各国の制度的多様性を
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認識し､資本主義の多様性を認識すること｡ す

なわち､資本主義のパターンは唯一ではないと

いう理論である｡ 代表的研究として､Crouch

(1997),Hampden&Trompenaars(1993),

M.Albert(1991),Kay(2004),Amable(1993)､

Amable(2003)､山田 (2008)などがある｡

第 3の制度分析の関連研究として､経営学分

野の制度研究としてコーポレー トガバナンス論

がある｡周知の通 り､経営学ではコーポレー ト

ガバナンスに関する多 くの研究がある｡ その中

で､欧米 (イギリス､ ドイツ､アメリカなど)､

アジアに関するコーポレー トガバナンスの国際

比較の研究が注目される｡代表的な研究として､

Charkham(1994),Chew(1997),Jacoby(2005),

深尾･森田 (1997)､菊滞 (1988)､菊揮 (2004)､

菊池 ･平田 (2005)､高橋 (1995)､森 (2005)､

今泉 ･安部 (2005)などがある｡

第4の制度分析の関連研究として､企業経営

の国際比較を研究対象とする比較経営学の研究

がある｡ この研究は､膨大な研究成果があるが､

世界的レベルでの経営文化の国際比較研究とし

てHofsted(1980),競争優位の視点か らの研

究としてPorter(1990)､日英経営比較研究と

してDore(1973),日独経営比較として大橋 ･

小田 ･G.シャンツ (1994)､日米経営比較とし

て岡本 (2000)､加護野･野中･榊原･奥村 (1983)､

安保 ･板垣 ･河村 ･公文 (1991)､ 日本とアジ

アの経営比較 として小池 ･猪木 (1987)､市村

(1988)､岡本 (1988)､板垣 (1997)､日米欧の

自動車産業の国際比較 として藤本 ･クラーク

(1991)､日米欧の人的資源管理の比較研究とし

て白木 (2006)などが代表的である｡

第5の制度分析の関連研究として､社会主

義から市場経済-の移行政策に関する主に経済

学からの研究として移行の経済学がある｡ 社会

主義から市場経済-の移行政策として急進主義

(ショック療法､ビックバン)と漸進主義のア

プローチがある｡ 急進主義モデルを採用した国

として旧ソ連､ポーランド､チョコなどの旧東

欧諸国があり､漸進主義モデルとして中国､ベ

トナム､ラオスなどがある｡ 注 目されている中

国､ロシア､ベ トナムは移行国である｡代表的

な研究として､Lavigne(1999)､グエン･スアン･

オアイン (1995)､石川 ･原 (1999)､中央大学

経済研究所 (1998)､大野 (1996)などがある｡

第 6の制度分析の関連研究として経済学分野

の制度研究として､開発経済学 (発展途上国 ･

アジア経済)がある｡ 特にUNDP (国連開発

計画) の年次報告書 "HumanDevelopment

Report"､世界銀行 (WorldBank)の年次報告

書 "WorldDevelopmentReport",アジア開発

銀行 (AsianDevelopmentBank)の調査研究

が注 目される｡ 代表的な研究として､Todaro

&Smith(2003),原 (1996)､大野 ,桜井 (1997)､

渡辺編 (2004)などがある｡

第7の制度分析の関連研究として､法律の国

際比較としての ｢比較法｣､法律と経済 ･企業

という視点での ｢法と経済｣という研究が注目

される｡ 比較法は､憲法､会社法､商法､外国

投資法､労働法､証券法､民法などの分野での

研究がある｡ 法と経済学は､法律が実際の経済･

企業経営にどのような効果をもたらすかに関し

ての理論的 ･実証的研究である｡ 著者は､法 ･

制度と経営というテーマがこれからの重要なフ

ロンティア領域になるであろうと考えている｡

また､法の国際比較､特にアジア諸国の法など

の研究を注目している｡ 代表的研究として､香

川(2000)､小林(2000)､志村(2003)､安田(2003)､

Shavell(2004)などがある｡

第8の制度分析の関連研究として政治学の制

度研究がある｡ 政治学の制度研究として､主権

国家､統治構造､法の支配､憲法､民主主義､

選挙制度､議会制度､官僚 ･行政制度などの政

治制度の研究がある｡ 代表的な研究として､河

野 (2002)､小林 (2001)､館林･曽我･街鳥 (2008)､

盛山 (1995)､盛山 (2000)などがある｡

第9の制度分析の関連研究として社会学の制

度研究がある｡ 社会学の制度関連研究として､

近代化論､新制度派組織理論､社会学的新制度

論､機能主義理論などがある｡ 代表的な研究と



して､Scott(1995)､Keer(1960),Keer(1983),

Ballah(1957),Persons&Shils(1954),マッ

シュ･商成 (1977)､富永 (1988)などがある｡

新制度派経済学

新 制 度 派 経 済 学 (Newlnstitutional

Economic)の中心的理論は､取引コス ト理論

(TheTheoryofTransactionCosts)である 1)｡

制度派経済学の考え方は､新古典派経済学で仮

定されている完全合理的な経済人に対し､人間

を限定合理的 (BoundedRationality)な存在

とみなすことである｡ これは､Simonによって

示された､人間は最適化ではなく満足化によっ

て行動するとする仮定である2)｡

取引コス ト理論は､Coase,Williamsonなど

によって展開された理論である｡新古典派経済

理論では､市場は効率的な資源配分システムで

あるとみなされ､取引の過程でコストがかから

ないと仮定した｡一方､新制度派理論の代表的

学者であるCoaseは､取引にはコス トが発生

すると考えた｡さらに､取引費用がゼロの世界

では効率的な結果が常に成立するが､もし取引

に費用がかかるのであれば効率的な結果は生じ

ないだろうというコースの定理を明示した｡

取引コス ト (transactioncosts)とは､①交

渉 (negotiation)､ ② 測 定 (measurement)､

③執行 (enforcement)などの費用である｡ 交

渉コストとは､取引相手と合意するために交渉

する費用である｡測定コストとは､財やサービ

スの属性の全てを測定するための費用である｡

たとえば､ある製品を購入するためには､価格

だけではなく製品の性能､機能､品質､耐用年

数､信頼性､納期､アフターサービスなどの属

性について､情報を集めたり､探索するという

測定費用が発生する｡ 執行コストとは､取引を

行なう際の費用や取引後の費用 (遅延やトラブ

ル､故障や不良品-の対応､アフターサービス､

金銭回収､賠償金の交渉､裁判などの司法､保

険､取引先倒産のコストなど多様である)であ

る｡ すなわち契約コスト､契約履行後の監視コ
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ストなどである｡ たとえば､契約後に契約に違

反する事実が発生されたとき､その違反に対応

するコストが発生する｡評判､反復取引による

取引､市場での競争は､執行費用を低くする｡

この執行費用は､国ごとで相違し､一般的に執

行費用の高い国 (発展途上国に多い)では､取

引費用が高くなり､多くの潜在的な取引は実現

しなく､結果として経済発展は阻害される場合

がある｡ その意味で､経済発展においても執行

費用の概念は重要である｡

Coaseは､所有権 (propertyrights)と制度

についても以下のような理論を提示した｡もし

取引費用がゼロであれば､所有権の配分にかか

わらず効率的な結果が生ずる｡ 取引費用が存在

すれば､所有権の配分は経済的な結果に大きな

影響を及ぼす｡すなわち､取引費用がかかる現

実の世界では､財産に対する所有権 (例えば土

地､建物､企業財産､天然資源､知的所有権､

金融資産など)の制度は､経済的な結果に大き

な影響を及ぼすのである｡

Williamsonは､取引コス トは取引状況をめ

ぐる①不確実性､②取引頻度､③資産特殊性に

依存するとしている｡取引の不確実性が高けれ

ば､より高い取引コストが発生する｡ 取引頻度

が高く､取引の度に相手の情報が入手できれば､

取引コストは低下していく｡ 資産特殊性が高け

れば､また関係に特殊な投資がなされれば､取

引コストが高くなる｡資産特殊性という概念は､

特定の者との取引ではその資産価値は高い価値

を持つが､他の者との取引ではその価値が低下

するような資産である｡ 資産特殊的な投資を行

うと､投資が回収できない埋没コストとなるこ

とを恐れて､それに投資した資金を回収するま

で特定の者との取引関係を被棄できにくい｡そ

れゆえ､資産特殊性が高い投資を行った者は､

常に取引相手から駆け引き､脅し､法外な要求

を請求される可能性があり､このような取引コ

ストが高くなるのである｡

新制度派経済学は､一国の制度的枠組みは､

長期間にわたる経済パフォーマンスを決定する
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要因として最も重要であると考えている｡政府

の重要な役割は､取引費用を下げる制度的枠組

みを作ることである｡ この制度的枠組みには､

その国の成文化されたフォーマルなルール､成

文化されない行動規範としてのインフォーマル

なルール､および執行メカニズムである｡取引

される財 ･サービスの所有権を明確にすること

によって､測定や執行のための費用が下がれば､

制度は取引費用を下げることができる｡もし取

引をめぐって紛争が起きれば､公平で適正な訴

訟手続きと裁判制度が必要である｡取引費用が

下がれば､取引は供給側､需要側とも容易とな

り､よく機能する市場となる｡経済は､どのよ

うにして低い取引費用を実現するか､一国の法

規制などのルール､慣習､執行制度などの制度

的枠組みが取引費用を決定するのである｡別の

言い方をすれば､多くの発展途上国は､高い取

引費用が生ずる制度と非競争的な市場であった

ことが経済発展を阻害したのである｡ その意味

で､本書の研究対象であるアジアフロンティア

地域の経済開発において制度はきわめて重要で

あるといえる｡

さらに､Williamsonは､企業国際化の論理

としての多国籍企業の内部化理論を提唱した｡

3)｡世界的な規模でみても､貿易には無数の障

壁や､他の不完全市場が存在するので､多国籍

企業は､国際的な市場の不完全性を内部化し､

取引コストを減らす｡ここでいう内部化とは､

企業内に市場を作りだすプロセスをいう｡この

企業の内部市場は､欠陥のある正規 (または外

部)市場に代替し､資源配分と流通上の問題は

企業内の管理命令を用いて解決する｡ 企業の内

部価格 (あるいはトランスファー価格)は､企

業の組織活動を円滑化するだけでなく､内部市

場が､正規市場と同じように効率的に機能でき

るようにする｡ すなわち､外部市場において取

引コストが高い場合､それらを内部化する理由

が発生する｡ 経済には､そうした市場の不完全

性があるため､企業が内部市場を創出したいと

いう強い動機はつねに存在する｡多国籍企業は､

取引コストを減らすために､海外子会社の設立､

垂直統合､戦略的提携などの企業国際化を行い

内部化するのである｡

比較制度分析

経済発展論の観点からすると､新制度派経済

学のダグラス ･ノース)を中心とするグループ

の業績は注目される4)｡ノースは､経済発展を

した国は､｢取引費用｣を下げるように制度を

改善したからだと主張している｡ 取引費用とい

うのは､取引にかかる費用で､輸送費､宣伝費､

また信用取引で債権を回収するための費用など

で､この費用が高い限り､取引量は増えず､そ

のため生産も増えないと主張する｡ 制度がどの

ように影響を与えているかが､国の経済の発展

を判断する重要な基準であるとしている｡

制度分析の代表的理論として､経済システム

の比較制度分析という経済学のアプローチがあ

る｡ この理論の概要をみてみよう｡経済システ

ムの比較制度分析 (comparativeinstitutional

analysis)は､経済システムや経済制度をさま

ざまな制度の集まりと考えることで､経済シス

テムの多様性とダイナミズムを理論的 ･実証的

に分析しようとする経済学の新しい分野である

5)｡その研究対象は､市場経済の比較分析のみ

ならず､社会主義経済から市場経済-の移行の

問題等､多岐にわたっている｡

比較制度分析の重要な鍵概念は､制度

(institution)である｡制度は､社会におけるゲー

ムのルールである｡さらに､制度は､人々によっ

て考案された制約であり､相互作用を形づくり､

また､インセンティブ構造でもある6)｡制度は､

日常生活に構造を与えることにより不確実性を

減少させる7)｡すなわち､人間は､意思決定の

相当部分を埋め込まれた制度集合によって決定

することにより､不確実性を低減させようとす

るのである｡

比較制度分析は,経済システムを次のような

新しい視点から分析しようとする8)｡

第 1は､同じ資本主義経済システムであって



も,どのような制度がその内部に成立している

かによって,さまざまな資本主義システムがあ

り得るという｢資本主義経済システムの多様性｣

という視点である｡ これは､経済システムには

理想的な､普遍的なモデルが存在しないと考え､

地球規模で多様なシステムが共存 ･競争すると

いう多様性の経営利益を重視するという考え方

である｡

第2は､1つの制度が安定的な仕組みとし

て存在するのは,社会の中である行動パター

ンが普遍的になればなるほど,その行動パ

ターンを選ぶことが戦略的に有利となり,自

己拘束的な制約として定着するからであると

する､制度のもつ ｢戦略的補完性 (strategic

complementarity)｣という視点である9)｡シス

テムの中で1つの仕組みの割合が増えるほど,

その仕組みを選ぶことが有利になることを,｢戦
略的補完性｣が存在するという｡1つの社会の

中で成立している制度の体系が比較的同質的な

のは,これらの制度に戦略的補完性が存在して

いるからである｡現実の経済システムは､経済

システムの内部では対象ごとに比較的同質的な

制度が成立しているのに対して,異なる経済シ

ステムの間には大きな制度の違いが存在し,お

互いの経済システムの異質性が際立っている理

由として､この補完性がある｡

第3は､多様なシステムが生まjtるのは,1

つのシステム内のさまざまな制度がお互い

に補完的であり,システム全体としての強さ

を生み出しているからであるとする経済シ

ステム内部の ｢制度的補完性 (institutional

complementarity)｣という視点である10)｡制
度的補完性とは､複数の制度間の相互補完性-

すなわち一方の制度の存在が､他方の制度のシ

ステム全体にもたらす価値を高める関係-を意

味する｡

第4は､そのため経済システムには慣性があ

り､経済の置かれた外部環境と蓄積された内

部環境の変化と共に徐々に進化 ･変貌するとす

る経済システムの深化と ｢経路依存性 (path
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dependence)｣という視点である11)｡｢経路依
存性とは､小さな出来事や偶然の事情の結果が

解を決定し､それが支配的になると､人をある

特定の経路に向かわせる事である｡

以上のように､比較制度分析では､経済シス

テムの制度の多様性とその論理を世界的な視点

より分析する｡比較制度分析では,制度に対し

て二面的な関心を払う｡1つは現存する経済制

度の安定性 ･固走性であり,もう一面はさまざ

まな制度の存在可能性や可変性および進化に

まつわるものである｡比較制度分析は現存の制

度がなぜ安定的に機能しているのかを明らかに

するにとどまらず,制度の生成 ･変容に対して

もダイナミックな分析を行おうとする試みであ

る｡

Marsdenは､比較制度分析の視点で､雇用

システムに関する極めて注目すべき理論を提示

している12)｡雇用関係は現代の企業に欠かす

ことのできない制度の1つであり､国際的な雇

用システムの多様性について理論化している｡

彼は､雇用取引という観点から､2つの職務の

ルールに分類する｡ 第1の職務のルールは､ひ

とまとまりの業務を確定し､その遂行に責任を

負った職務担当者に業務を割 り当てるという

｢業務優先アプローチ｣である13)｡それは､職

務記述書などで職務を明確にし､いわば仕事に

人を合わせるというルールである｡ 第2の職務

のルールは､職務担当者の特定の職務領域 (た

とえばブルーカラーでは職域 ･職種別の職務領

域)と関連において､業務を確定するという､

｢機能･手続き優先アプローチ｣である｡それは､

いわば人に仕事を合わせるというルールである

l̀1)｡さらに､彼は､同じく雇用取引という観点

から､2つの職能のルールに分類する｡第1の

職能のルールは､業務を職務にまとめ職務を労

働者の能力と一致させる方法として､生産の側

から始め生産システムにおける業務の補完性を

求める ｢生産アプローチ｣である 15)｡ それは､

いわば人と仕事を一体一に対応付けるという

ルールである｡ 第2の職能のルールは､ある-
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走の仕事に必要とされる能力を確定し､認知さ

れた資格 (たとえば公式の証明書や慣行によっ

て与えられる資格､仲間内の慣習に基づき資格

もある)を基にしてそれらの能力は労働者に割

り振り､これによって業務を割り当てるという､

｢訓練アプローチ｣である16)｡それは､いわば

人と仕事を切り離した上で､2つを対応付ける

手続きを明示するというルールである｡

彼は､以上のような2つの職務のルール､お

よび2つの職能のルールというマトリックスか

ら､4つのルールを導出している17)｡第1は､｢業

務優先アプローチ｣でかつ ｢生産アプローチ｣
というルールを､｢職務ルール｣と呼び､フラ

ンスとアメリカが典型的に当てはまるとしてい

る｡第2は､｢業務優先アプローチ｣でかつ ｢訓

練アプローチ｣というルールを､｢職域/職種

ルール｣と呼び､イギリスが典型的に当てはま

るとしている｡第3は､｢機能 ･手続き優先ア

プローチ｣でかつ｢生産アプローチ｣というルー

ルを､｢職能のルール｣と呼び､日本が典型的

に当てはまるとしている｡ 第4は､｢機能 ･手

続き優先アプローチ｣でかつ｢訓練アプローチ｣

というルールを､｢資格ルール｣と呼び､ ドイ

ツが典型的に当てはまるとしている｡

Hall&Soskice(2001)は､比較制度分析の

視点から､資本主義の多様性を理論化している｡

彼らの関心は､企業のための比較制度優位を創

造する諸制度を解明することであり､その主要

な制度として(∋教育訓練制度､(∋労使関係と労

働市場システム､(釘コーポレー トガバナンス､

④組織間関係､であるとしている｡資本主義の

多様性という視点から､①コーディネートされ

た市場経済､(参自由な市場経済という2つの資

本主義に類型化した｡第1のコーディネートさ

れた市場経済とは､制度的枠組みが企業間およ

び企業 ･従業員間のコーディネーションの多く

を市場の外で可能とする市場経済であり､ドイ

ツ､日本などが典型的である｡ 第2の自由な市

場経済とは､制度的枠組みがより規制緩和され

た市場主導型の経済であり､アメリカ､イギリ

スなどが典型的である｡以上のように､制度的

枠組みが経済間で異なるため､企業の比較制度

優位 (corporateinstitutionaladvantage)も異

なるとする｡企業の比較制度優位とは､ある特

定の政治経済の持つ制度的構造が､企業に対し､

その特殊なタイプの活動に従事する上で優位性

を与えるというものである｡ 企業とは､収益性

を求めて､財やサービスを開発 ･生産 ･流通す

る能力として理解し､そうしたコア ･コンピタ

ンスや動態的能力を開発し､活用する存在であ

る｡こうした能力にとって決定的に重要なのは､

内部的には企業自身の従業員との関係であり､

外部的にはサプライヤー､顧客､協働者､労働

組合､事業者団体､政府などのステークホルダー

との関係である｡すなわち､制度は経済学でい

うと､取引コストやプリンシパル ･エージェン

ト関係に関する問題である｡要するに､企業の

能力は､このような広範囲なステークホルダー

と効果的にコーディネートする力量に依存する

のである｡

レギュラシオン理論

制度に関連する研究として注目されるのは､

レギュラシオン学派の経済学である｡レギュ

ラシオン学派の代表的研究として､Amable

(2003)､Albert(1991)､Crouch& Streek

(1997)､Boyer(1993)､Boyer(2004)､

Orilean(1999)､ボウイ工.･山田鋭夫 (1993-a)､

ボウイエ ･山田鋭夫 (1993-b)､ボウイ工.･山

田鋭夫 (1996)､ボウイ工.･山田鋭夫 (1997)､

山田鋭夫 (2008)､などがある｡

レギュラシオン学派の基本的考え方は､各国

経済はそれぞれの社会や歴史を踏まえた諸制度

のうちに埋め込まれており､それによって多様

な資本主義を形成しているという､社会経済シ

ステムの多様性という考え方である｡市場主義

を普遍的価値とするアメリカを中心としたアン

グロサクソン型経済が､資本主義の唯一のモデ

ルであるという考え方ではなく､各国の制度的

多様性を認識することによって､資本主義の多



様なモデルが存在すると考える｡すなわち､グ

ローバリズムの圧力の下でも､各国は市場主義

的､アングロサクソン型経済への収故を意味す

るものではないのである｡レギュラシオン学派

の経済学は､このような基本的仮定に基づき､

注目すべき研究成果が相次いで発表されてい

る｡

Crouch&Streek(1997)は､規制緩和やフ

レキシブルな労働市場といった新自由主義を批

判し､レギュラシオン学派の視点から資本主義

の多様性を主張する｡この観点から､日本､ ド

イツ､フランス､イタリア､イギリス､アメリ

カの資本主義の特徴に関して､制度の視点から

各国の多様性を論じている｡資本主義の多様化

が生ずるのは､①競争的市場および所有権に基

づくヒエラルキー組織､(参国家､③委員会や労

働組合といった公認の諸団体､(彰非公式なコ

ミュニティやネットワーク､などの制度が国ご

とに異なっているためであるとしている｡

競争的市場および所有権に基づ くヒエラル

キー組織の代表的なものは､企業組織である｡

各国の企業組織は､市場ルールや所有構造が相

違している｡ 例えば日本の大企業では､自らの

うちに完結 した文化やコミュニティを作 り出

し､経済的存在としての個別的交換の組織のみ

ではなく､社会的制度ともなっているのである｡

また､内部労働市場を発達させ､従業員間の長

期勤続を奨励し､会社レベルの社会政策を発展

させるようになる｡こうした企業は､高度に競

争的な生産物市場の内部で存続する一方､自ら

の労働関係においては市場ルールが作用しない

ようにしている｡アングロサクソン型のヒエラ

ルキー的企業と区別して､こういった企業は制

度化された企業ということができる18)｡国家は､

その国の資本主義経済の運営に深くかつ多様に

巻き込まjtており､その結果国家的伝統が異な

ゴ1ば経済行為のルールや帰着がまったく異なる

ものになる｡ 委員会､労働組合､経営団体など

の公認の諸団体 (associations)は､競争者間

の協力が組織され､利害対立的な諸グループ間
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の集団的交換ルールについて交渉が持たれ､そ

の結果､市場や企業の機能が修正されたり国家

ごとに多様性がみらjtたりすることになる.罪

公式なコミュニティやネットワーク (例えばイ

タリアでの企業ネットワークや日本での下請

ネットワークなどがある)は､ある国ではこれ

が相当の割合をコントロールしており､さまざ

まな程度においてその他の統治システムを維持

したり､変形させたりしているのである｡

しかし､こうした資本主義の多様性は､グロー

バル化の名のもとに超大国アメリカの政治的支

配力によるアメリカ制度の他国への押し付け､

経済理論で支配的な自由主義モデルなどの多く

の要因によって深刻な脅威にさられているとし

ている｡

Boyer(2004)は､制度の生成において政治

的なものが決定的に重要であると指摘している

19)｡例えば､雇用関係における各国の制度の多

様性は､その国での労働者と経営者の政治的な

闘争により生じたものである｡ さらに､レギュ

ラシオン理論における制度とは､基本的社会関

係を制度化したものであり､(∋貨幣形態および

貨幣体制､②賃労働関係の形態､(彰競争形態､

④国際体制の参入形態､⑤国家形態､という5

つの基本的制度が重要であるとする20)｡ 貨

幣形態および貨幣体制とは､特定の国および時

代において､交換主体を創設する基本的な社会

諸関係である｡賃労働関係の形態とは､資本と

労働関係の構図であり､これはさまざまな労働

組織類型､生活様式､賃労働者の再生産様態の

間の関係から構成される｡競争形態とは､市場

での競争メカニズムである｡国際体制の参入形

態とは､商品貿易､直接投資などによる海外生

産移転､海外からの資金調達などのルールであ

る｡ 国家形態とは､制度化された国家のルール

である｡

Amable(2003)は､資本主義モデルとして､

｢アングロ ･サクソン型｣､｢アジア型｣､｢大陸

欧州型｣､｢社会民主主義型｣､｢地中海型｣とい

う5つに類型化している21)0
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第 1のアングロ･サクソン型資本主義モデ

ルは､アメリカ､カナダ､イギリス､オースト

ラリアのクラスターで､市場ベース型資本主義

である｡ アングロ･サクソン型モデルの製品

市場の特徴としては規制緩和された製品市場､

すなわち企業活動-の低い障壁､低水準の国家

統制や公的所有などである｡ 労働市場の特徴と

しては労働市場のフレキシビリティ､すなわち

短い解雇予告期間､試用期間の存在､不当解雇

の場合でさえ雇用保障は少ない､常用雇用に対

する雇用保障は少ない､安易な解雇､賃金のフ

レキシビリティなどである｡ 金融の特徴として

は市場ベース型金融システムとコーポレートガ

バナンス､すなわち大規模および中規模株式会

社機関における分散所有､機関投資家のポート

フォリオに占める株式の割合は大きい､上場企

業の多さ､活発な金融市場 (株式新規企業)､

大規模な金融市場､機関投資家の中での年金基

金の重要性､同族支配の企業､ベンチャー･キャ

ピタル､銀行の高い収益性､などである｡ 福祉

の特徴としては福祉の自由主義､また教育の特

徴としては競争的教育システムであるとしてい

る｡

第2のアジア型資本主義モデルは､日本､韓

国のクラスターである｡アジア型資本主義モデ

ルの製品市場の特徴としては､規制されたと

いうより統治された製品市場競争である｡ 労働

市場の特徴としては規制された労働市場､すな

わち常用雇用の保護､一時雇用の保護などであ

る｡ 金融の特徴としては銀行ベース型金融シス

テム､限定的なベンチャー･キャピタルである｡

福祉の特徴としては低水準の社会保障､教育の

特徴としては私学による教育システムであると

している｡

第3の大陸欧州型資本主義モデルは､スイ

ス､オランダ､アイルランド､ベルギー､ドイ

ツ､フランス､オーストリアのクラスターであ

る｡ 大陸欧州型資本主義型モデルの製品市場の

特徴としては市場による強い規制である｡ 労働

市場の特徴としてはコーディネートされた労働

市場､である｡ 金融の特徴は銀行ベース型金融

システム､すなわち金融機関による企業のコン

トロール､保険会社の重要性である｡福祉の特

徴としてはコーポラティズム､すなわち主とし

て雇用ベースの給付である｡ 教育の特徴として

は､公的教育システムであるとしている｡

第4の社会民主主義型資本主義モデルは､デ

ンマーク､フィンランド､スウェーデンのクラ

スターである｡ 社会民主主義型資本主義モデ

ルの製品市場の特徴としては規制された製品市

場である｡ 労働市場の特徴としては規制さゴ1た

労働市場､すなわち積極的労働市場政策､高い

労働組合員比率などである｡ 金融の特徴は銀行

ベース型金融システムである｡ 福祉の特徴とし

ては普遍主義モデル､すなわち家族向けサービ

スの重要性などである｡ 教育の特徴としては､

公的教育システムであるとしている｡

第5の地中海型資本主義モデルは､ギリシャ､

イタリア､ポルトガル､スペインのクラスター

である｡ 地中海型資本主義モデルの製品市場の

特徴としては規制された製品市場､すなわち企

業に対する行政の責任､公的部門などである｡

労働市場の特徴としては規制された労働市場､

すなわち一時的労働の制限､経営者と従業員間

の対立的関係などである｡金融の特徴は銀行

ベース型金融システムである｡ 福祉の特徴とし

ては制限された福祉国家､すなわち老齢支出の

重要性などである｡教育の特徴としては､脆弱

な教育システム､すなわち教育とくに高等教育

への支出が少ない､低い入学率､科学 ･技術高

等教育の弱さ､などであるとしている｡

Albert(1991)は､資本主義経済をアメリカ､

イギリスなどの ｢ネオライン型資本主義､ある

いはアメリカ型モデル｣､ ドイツ､日本､スイ

スなどの ｢ライン型資本主義モデル｣という2

つに類型化している22)｡ネオライン型モデルは､

個人の成功と短期的な金銭利益を土台としてい

る｡ライン型モデルは､集団での成功､コンセ

ンサス､長期的配慮に価値を見出している｡

ネオライン型資本主義は､競争主義､能力主



義､賃金格差､社会の2元利 (社会､教育､医療､

階層などの格差)､株主重視､市場からの資本

調達､M&A､金融資本主義などの特徴を持つ､

アングロサクソン型資本主義である｡

ライン型資本主義は､賃金格差の少なさ､社

会的平等､能力と年功を重視した昇進 ･賃金シ

ステム､職業訓練の重視､株主 ･経営者 ･従業

員の権力のバランス､銀行および市場からの資

金調達､銀行と企業との産業共同体､製造業の

競争力の強さ､などの特徴を持つ｡ライン型資

本主義モデルでは､共同体の利益が､個人の利

益よりも価値がある､つまり共同体の中にある

個人というものが特別に重要である｡ライン型

資本主義は､経済的､社会的優位を持つにもか

かわらず､近年､金融 ･資本などのグローバリ

ゼーション､アメリカの金融機関とメディアの

優勢性､グローバルなM&A,規制緩和などに

よりネオライン型資本主義､あるいはアメリカ

型モデルが優位となり､ライン型資本主義が後

退してきていると指摘している｡

移行の経済学

制度の関連する研究として､移行の経済学に

関する研究も注目される23)｡本稿は､アジア

フロンティア地域の国際経営や制度をテーマと

しているが､アジアフロンティア地域のラオス､

ベ トナム､中国､ミャンマー (共産党による移

行ではないが社会主義的経済体制から軍事政権

による移行である)は､社会主義的経済から市

場経済に移行しているという点で､関連が深い｡

移行政策には､移行のスピードの観点から ｢急

進主義的､ビックバン､ないしショック療法｣

と ｢漸進主義｣に分類できる｡

ビックバンによる移行は､旧東欧のポーラン

ド､チェコスロヴァキア､エストニア､ラトビ

アなどやロシアが採用したアプローチである｡

ビックバンは､短期間のうちに社会主義的な経

済体制から市場経済へ移行する戦略で､新しい

政府が過去の逆戻りを排除し､政治的 ･社会的

合意を背景に､抜本的手段を賦課することを意
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昧する｡短期的には､経済 ･社会的混乱が生じ

るが､短期間のうちに収拾しようとする｡アジ

アでは､このようなビックバンによるアプロー

チはほとんど採られていない｡漸進主義による

移行は､旧東欧のハンガリー､スロヴァキア､

ルーマニア､リトアニアなどが採用したアプ

ローチである｡アジアの諸国のほとんどの移行

国､中国､ベ トナム､ラオスなども漸進主義的

アプローチを採っている｡ 漸進主義の基本的考

え方は､経済の構造的転換には本来時間がかか

るというものであるため､時間をかけて試行錯

誤しながら改革しようとする思想である｡また､

移行における社会的コストをできるだけ小さく

したいという考え方である｡

移行政策として､価格自由化､民営化､銀行

改革､資本市場の創設､経済の開放､労働市場

改革､農業改革､法制度の確立などの政策がほ

とんどの国で採られている｡第1の価格自由

化は､統制価格､管理価格､配給制などから市

場による価格決定に移行することである｡ 移行

期には､価格の自由化が行なわれるため､ほと

んどの国で高いインフレという問題が生じてい

る｡たとえば､ベ トナムでは移行期に3桁のイ

ンフレに見舞われた｡移行経済では､インフレ

の抑制､財政赤字の削減､通貨価値の安定など

のマクロ経済政策も重要である｡ 第2の民営化

は､旧所有者への資産などの返還､土地の私的

所有ないし使用権､企業の民営化などがある｡

第3の銀行改革は､中央銀行と独立した商業銀

行の設立による2層の銀行システムの創出､銀

行の民営化､民間銀行の設立などがある｡ 第4

の資本市場の創設は､証券取引所の開設､民間

企業や政府の債券の発行などがある｡ 第5の経

済の開放として､外国貿易自由化､単一為替レー

ト､外国からの投資を促進する外資法の制定､

輸出加工区や工場団地の整備､国際機関 (IMF,

GATT,WTO等)-の参加などがある｡第6

の労働市場改革として､採用 ･賃金など人事に

関する企業の自主権､労働移動に関する規制緩

和などがある｡第7の農業改革として､集団農
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業から家族単位の農業､農業自主権､農地の所

有権 ･使用権の賦与などがある｡ 第8の法制度

の確立は､所有権や使用権を規定 ･執行し､契

約法を定め､競争を促進するような法制度の確

立である｡ このような法制度は､取引費用を下

げ､市場経済を作るために欠かせない制度的枠

組みの基礎 となる｡

比較法､アジア法

制度の関連する研究として､比較法､アジア

法などの法律学に関する研究も注 目される｡比

較法は､法学分野での法の国際比較である｡ た

とえば､アジア法､ヨーロッパ法､アメリカ法､

イギリス法､ ドイツ法などのような研究領域で

ある｡

安田 (2005)は､アジア法の分野で興味深い

研究を展開している｡ 安田は､アジア諸国の会

社法について､大陸法系諸国､英米法系諸国､

社会主義移行諸国の会社法に分類 している 24)｡

第 1の大陸法系会社法諸国としては､ 日本､

台湾､韓国､インドネシア､タイをあげている｡

台湾と韓国の会社法は､日本の植民地時代の影

響で日本法と共通する側面が大である｡インド

ネシアは､アメリカ法や日本法の影響 もあるが､

基本的にはかつての旧宗主国であるオランダ法

の影響が強い｡タイは､民商法典 (1935年制定)

については英仏の影響が強く､公開会社法(1992

年制定)についてはアメリカ法をはじめ多 くの

国の立法が参照された｡

第2の英米法系会社法諸国としては､イン

ドを中心とする南アジア､マレーシア､ ミャン

マー､シンガポールをあげている｡インド､ス

リランカ､パキスタン､バ ングラディシュは､

旧宗主国であるイギリス会社法の影響が強い｡

ミャンマーの会社法もまたイギリス法の影響が

強い｡マレーシアとシンガポールは､イギリス､

アメリカ､オース トラリア法の影響が強い｡

第3の社会主義移行諸国としては､中国､ベ

トナム､カンボジアというアジア諸国をあげて

いる｡ 中国､ベ トナム,カンボジアは､社会主

義経済を反映して､1980年代に入るまでは､｢企

業法｣はなかったが､その後移行政策､改革政

策を採用 して企業法が制定されるようになっ

た｡中国は1994年に ｢会社法｣､ベ トナムは

1990年に｢企業法｣､カンボジアは2005年に｢商

業企業法｣を制定した｡

香川 (2000)は､アジアの労働と法に関して

注目すべき研究成果をあげている｡ アジアの労

働法の特徴として､権威主義体制下での開発法

学としての労働法､民主主義としての労働法と

いう､2つの側面があるとしている 25)｡ アジア

諸国における労働法は植民地時代 (タイは別)

からすでに労働法は存在 し､フィリピンはアメ

リカ､シンガポールとマ レーシアはイギリス､

インドネシアはオランダ､韓国は日本､台湾は

日本とドイツの影響を受けている｡植民地にな

らなかったタイの労働法は､ ドイツやフランス

の大陸法系の方を受け継 ぎ､戦後アメリカ法の

影響も受けている｡

アジアの労使関係法の特徴 としては､権威主

義的体制下の政府がその状況を強制的に作 り上

げるためのシステムを作 り上げていることであ

る26)｡具体的には､労働組合の登録制度､組

合組織形態の限定､企業内組合の限定､1企業

1組合主義の強制､ナショナル ･センターの一

本化､団体交渉の法定化､労働協約の登録 ･認

証制度､強制仲裁制度､争議禁止範囲の拡大､

輸出加工区における労働基本権の規制､などで

ある｡ この中で最も重要なのは､組合の強制労

働制度である｡ 登録が認められてはじめて組合

としての存在が認められる｡ 登録には要件があ

り､それにあわなければ登録は認められない｡

組合の登録制度はイギリスを宗主国とするイン

ド､マレーシア､シンガポール､香港､および

タイにみ られる｡ シンガポール､マレーシア､

香港では強制登録制度､インドでは組合登録が

任意､タイでは組合の設立認可主義が採 られて

いる｡ 労働組合の登録制度は､政府の関与する

程度が極めて高い制度であり､組合員の組合を

設立する自由､組合を運営する自由などが非常



に制限されているという特徴がある｡

また､アジアの雇用関係法の領域での特徴と

しては､ILO条約が中核的な労働基準となって

いることである27)｡ILOは､結社の自由 (87

号条約､98号条約)､児童労働 (138号条約)､

強制労働(29号条約､105号条約)､雇用差別(100

号条約､111号条約)という4つの領域につい

ては､批准していない国でもそれを遵守するこ

とを求めている｡さらに､アジアの労働法にお

ける最低賃金 (26号条約､131号条約)､労働

時間 (1号条約)､休日と休暇 (14号条約､106

号条約､52号条約))などについては､ILO条

約の規定が最低水準となっている｡

国際法､国際経済社会法

制度の関連する研究として､国際法､国際経

済社会法､国際機関に関する研究も注目される｡

アジアフロンティア地域の国際経営と制度とい

う視点で重要な国際機関､国際法は､WTO (世

界貿易機関)とILOであろう｡ WTOについて

は､タイは1995年､ミャンマーは1995年､中

国は2001年､カンボジアは2004年､ベ トナム

は2007年にWTOに加盟 した｡ILO (国際労

働機関)については､カンボジア､ラオス､ミャ

ンマー､ベ トナム､タイ､中国と全てのアジア

フロンティア諸国が加盟している｡

WTO (世界貿易機関)

第2次世界大戟後､自由貿易を促進する

こ と を 目的 に､1948年 にGATT (General

AgreementonTariffsandTrade:関税及び貿

易に関する一般協定)が発効した｡自由貿易､

最恵国待遇､内国民待遇などの原則に立ち､そ

の活動は､関税引き下げ､輸入制限の撤廃､差

別待遇の除去など多岐にわたった

WTO (WorldTradeOrganization)は､ウ

ルグアイ ･ラウンド (1986-94年)の合意にも

とづき､1995年にGATTを発展的に解消し､

国際貿易の促進などを目的とする国際機関とし

て設立された28)｡ wTOは､GATTの基本精

神を引き継ぐ形で､最恵国待遇､内国民待遇､
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数量制限禁止､関税引き下げという4つの原則

を定め､貿易自由化などを進めることを目的と

している｡

第1の最恵国待遇の原則とは､通商条約など

にもとづいて､締約国の一方が他の第三国に与

えているか､または将来与えることのある最も

有利な待遇を締約相手国に対して与えることで

ある (GATT第1条)｡すなわち､最恵国待遇

とは､ある国が特定の国のみを優遇することは

許されず､すべての国を平等に扱わなければな

らないという原則である｡

第2の内国民待遇の原則とは､輸入品に対

して適用される内国税や国内規制について､同

種の国内産品に対して与える待遇よりも不利で

ない待遇を与えなければならないことである

(GATT第3条)｡すなわち､輸入品と国内産

品の差別を禁止する原則である｡

第3の数量制限禁止の原則とは､締約国は

貿易政策として関税 ･課徴金以外に数量制限を

してはいけないことである (GATT第11条)｡

すなわち､必要な国内産業の保護は関税のみで

行なうべきであるという考え方である｡ただし､

例外として農林水産品の輸入 (GATT第11条､

12条)などについては数量制限を認めている｡

第4の関税引き下げ原則とは､最恵国待遇

(GATT第 1条)､および締約国相互の多角的

交渉 (GATT第28条)などにより､関税を可

能な限り引き下げることを規定している｡

WTOは､設立時から加盟国が増加し､それ

にともないWTOは､発展途上国と先進国､農

産物輸出国と農産物輸入国､発展途上国内部､

先進国内部などで利害対立が生じている｡たと

えば､サービス､農業､投資のルール策定など

の問題が課題となっている｡また､WTOは､

サービス貿易や知的財産 (所有)権も対象に含

むようになった｡なお､サービス貿易とは､金

融､運輸､通信､建設､流通などの国際取引で

ある｡ 知的財産 (所有)権とは特許権､著作権､

意匠権､商標権などである｡

ベ トナムは､WTO加盟に向けて内資と外資
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を平等に処遇する2005年企業法と2005年共通

投資法を制定した｡また､中国でも会社法､外

資法などでWTO加盟に向けて法制度の整備を

行なった｡

サービス貿易については､1995年にサー

ビス貿易に関する一般協定 (CATS:General

AgreementonTradeinServices)が発効した｡

サービス貿易には､国際貿易､国際通信などの

越境取引､外国人に対する国内サービス (外国

人に対する観光､流通サービスなど)､外国で

の外国企業のサービス (海外支店による金融､

観光サービスなど)がある(GATS第1条)｡サー

ビス貿易についても最恵国待遇を規定している

(GATS第2条)｡ただし､運輸航空サービス､

金融サービス､電気通信の分野では､特則を付

属書で定めている29)｡

サービス貿易での最恵国待遇を規定している

(GATS第17条)30)｡サービス貿易は､合理的･

客観的かつ公平に実施されることを求めている

(GATS第6条)｡つまり､サービス貿易での

国内企業と外資企業の公平などを規定している
31)
○

加盟国は､自由化を約束した分野について

市場アクセスの改善または保障の義務を負う

(GATS第16条)｡具体的には､数量制限､外

資進出形態の制限 (合弁の事業体について特定

の形態の制限､または要求する措置)､外国資

本の出資制限 (外国の株式保有比率または外国

投資比率の上限を定めるもの)などがある32)0

サービス貿易に関する一般協定では､加盟

国は､漸進的自由化､すなわちWTO効力後5

年以内に引き続き交渉のラウンドを開始し､そ

の後も定期的に行うとしている｡(GATS第19

秦)｡これは､発展途上国に配慮 し､原則 5年

以内にサービス貿易を自由化するという漸進的

自由化を認めた規定である33)｡

中国は､2001年 12月WTO加盟により､原

則としてサービス産業の市場自由化が要求され

た｡中国の流通分野 (小売業と卸売業)につい

ては､加盟後5年以内 (2006年 12月まで)に

段階的開放するという漸進的自由化を行なっ

た｡小売業については､地域的制限を加盟後3

年以内に撤廃し､外資出資比率を加盟後3年以

内に撤廃 (ただし自動車販売は5年以内)し

た｡電気通信分野については､加盟後 6年以内

(2007年 12月まで)に､国内 ･国際電話では

地理的制限を撤廃 し､外資出資制限を49%以

下に､移動体通信では2007年 12月までに地理

的制限を撤廃し､外資出資制限を49%以下に､

という漸進的自由化を行なった34)｡ このよう

な中国のサービス貿易の自由化により､イトー

ヨーカ堂､イオン･ジャスコ､伊勢丹､ローソ

ン､ファミリーマー ト､セブンイレブンなど日

系流通業が中国に進出している｡

ベ トナムも2007年 1月WTO加盟により､

サービス産業の市場自由化が期待されている｡

サービス分野の自由化スケジュールとしては､

コンピューター関連サービスは､加盟後2年後

(2009年 1月)から外資制限を撤廃する｡ 流通

サービスでは､加盟時 (2007年 1月)から卸

売､小売､フランチャイズにおいて合弁形態の

外資を解禁､さらに加盟後2年後 (2009年 1月)

から100%外資を認める｡ 日本とのEPA (経済

連携協定)が2009年に発効したことから日本

のサービス産業のベ トナム進出が期待される｡

ILO (国際労働機関)

ilo (国 際 労 働 機 関:InternationalLabor

Organization)は､第1次大戦後の1919年に

国際連合の姉妹機関として創設さゴ1た｡第2次

大戦後､労働者問題を担当する国連の専門機

関となった 35)0 ILOの目的 ･任務は憲章前文､

およびフィラデルフィア宣言 (国際労働機関

の目的に関する宣言)に記されている36)｡ILO

憲章前文では､世界の永続する平和は､社会正

義を基礎としてのみ確立することができ､世界

の平和や協調が危険にいたるほど大きな社会不

安を起こすような不正､困苦･貧困を多数の人々

にもたらす労働条件が存在する場合には､①労

働時間の規制､(参労働力供給の調整､(釘失業

の防止､(彰安当な生活賃金の支給､⑤疾病､疾



患､負傷への保護､(む児童､年少者､女性の保

護､⑦老年 ･廃疾に対する給付､⑧外国人労働

者の利益の保護､⑨同一価値労働に対する同一

報酬の原則､⑲結社の自由の原則の承認､⑪職

業 ･技術教育の促進､などの措置を講ずること

が急務であると謳っている｡また､1944年に

採択されたフィラデルフィア宣言では､ILOの

基本原則として､①労働は商品ではない､②表

現および結社の自由は不断の進歩のために欠く

ことができない､③一部の貧困は全体の繁栄に

とって危険である､(彰欠乏に対する戦いは労働

者および使用者と同等の地位において遂行する

こと､であると謳っている｡

ILOは､国際労働基準として条約 (議定書を

含む)と勧告という2つの形式がある｡ 条約は､

国際的な最低の労働基準を定めており､加盟国

は批准により受諾する｡勧告は､批准がなく､

拘束力がない､加盟各国が国内法や労働協約な

どで任意に採用できる国際労働基準である｡条

約数は185､勧告数は195であるが､日本は47

の条約を批准している｡なお､加盟国平均の条

約批准数は41､OECD加盟国平均では72となっ
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ており､日本の批准率の低さが目立つ 37)｡ILO

条約には､中核的8条約があり､これを尊重し､

促進し､実現する義務があり､そのためにあら

ゆる措置をとるように求めている｡ILOの中

核的8条約とは､(∋結社の自由と団体交渉 (87

号条約､98号条約)､(参強制労働の廃止 (29号

条約､105号条約)､(争児童労働の廃止 (138号

条約､182号条約)､④雇用 ･職業の差別の廃

止 (100号条約､111号条約)､である｡
なお､ILO加盟国は178カ国､アジアフロン

ティア諸国であるカンボジア､ラオス､ミャン

マー､ベ トナム､およびタイ､中国はILOに

正式加盟している｡

制度 (institution)とは何か

制度とは､社会における規則､ルールであ

る｡さらに､制度は人々によって考案された制

約であり､相互作用を形づくり､また､イン

センティブ構造でもある｡ 制度は､社会の人

間同士の相互作用のために設けるルールであ

り､それが人間行動にパターンを与えることに

図1 制度分析のフレームワーク

(出所 :著者作成)
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よって､人間同士の相互作用に伴う不確実性を

減らす｡具体的には以下の制度が重要である｡

第 1は､ フォーマルな制度 ･ルールであ

る｡経済制度､政治制度､法制度､企業制

度､労働 ･労資関係制度､契約などである｡

第2はインフォーマルな制度･ルールである｡

社会規範､慣習､文化､道徳などである｡

本稿では､制度として経済制度､政治制度､

企業制度､法制度を中心として考察する｡ 特

に､法制度 (企業法､投資法､労働法など)と

企業制度を重点に置く｡本書は､アジアフロン

ティア諸国での経済体制や経済政策などの経済

制度､国の政治制度､企業活動としての企業制

度､法律や通達で定められた法制度などについ

て､国際経営の視点で研究する｡

著者の制度分析のフレームワークは､図 1で

ある｡

制度分析のレベルとして､グローバルレベル､

リージョナルレベル､国 ･地方のレベル､企業

レベルの4つに分類する｡

第 1のグローバルレベルの制度として､①国

際機関､例えば国連､WTO,IMF､国連､世界

銀行､ADB(アジア開発銀行)など､(参国際組織､

例えば､環境基準 (ISO)､グローバル標準 ･

規格標準､国際会計基準などがある｡

第 2の リー ジ ョナル レベ ルの制度 とし

て､地域組織､地域統合､地域連携､例えば

ASEAN,AFTA,GMS､FTA､EU,MERCOUR

などがある｡

第3の国 ･地方のレベルの制度として､①経

済制度､例えば経済体制､資本主義の多様モデ

ル､市場と規制､社会主義から市場主義への移

行 (急進主義と漸進主義)､外資導入政策など､

②政治制度､例えば政治体制､共産主義国､軍

事政権､官僚制など､③ 法制度､例えば憲法､

商法､労働法､外資法､民法､法制度の公正な

執行､裁判など､④ 企業制度､例えば会社法､

コーポレー トガバナンス､取引､契約､企業規

範など､(9労働･労資関係制度､例えば労働法､

労資関係､労務管理､労働慣行など､(む社会制

度､社会規範､文化 ･価値規範､慣習､家族制

度､宗教､文化､教育など､がある｡

第4の企業レベルの制度として企業規則 (定

款､社則などの各種規則)､企業内人的資源管理､

組織間関係 (取引先､銀行､部品･原材料供給､

流通､資本市場､消費者など)､生産システム､

などがある｡

制度分析では､執行 (enforcement)という

概念も重要である｡ 制度は､執行されなければ

有効でなくなることがある｡ 執行は､法の実際

の運用､取 り締まり､または違反した場合の処

罰､裁判システムである｡ たとえば､国は労働

法を定めるが､もし政府が定められた法律を執

行しなければ､企業は労働法が存在しないよう

な行動をするかもしれない｡法律を厳密に執行

する国もあれば､少しだけとか､あるいはまっ

たく執行しない国がある｡執行は､一国の制度

的枠組みを構成する不可欠な部分であり､その

国の経済パフォーマンスの違いを説明する最も

重要な要素である38)0

制度の要素である法制度､経済制度､政治制

度､企業制度､社会制度などは､相互に密接に

関連､影響 しているという視点も重要である｡

たとえば､労働法は一般には労働者に関する法

制度であるが､国民の生活という社会的要素も

もつ｡会社法は一般には企業に関する法制度で

あるが､政治的要素 (たとえば国有企業も民営

化のような)をもつのである｡

ASEANとAFTA

AFTAと日本企業の戦略

日本企業のアジア-の直接投資や戦略提携と

いったアジア戦略において､AFTAの動向は

極めて重要である39)｡

AFTA (ASEAN自 由 貿 易 地 域 ;ASEAN

FreeTradeArea)は､1992年 1月にシンガ

ポールにおいて開催された第4回ASEAN首

脳会議において､ASEAN域内の自由貿易構想

として正式に合意され､1993年から2008年ま



での15年間でAFTAを実現することで合意

した｡1993年1月より､AFTA実現のための

メカニズムである共通有効特恵関税 (CEPT:

CommonEffectivePreferenceTariff)スキーム

が開始された｡その後､CEPTの最終関税率は

(0-5%)実現目標年は､ASEAN原加盟国で

あるブルネイ､インドネシア､マレーシア､フィ

リピン､シンガポール､タイの6カ国は2002年､

新規加盟国では､ベ トナムが2006年､ラオス､

ミャンマーが2008年､カンボジアが2010年

となっている｡

AFTAの主要な目的は､域内の関税障壁及

び非関税障壁の除去等により域内貿易の自由化

を図り､国際市場向け生産拠点としてASEAN

の競争力の強化､域内経済の一層の活性化を図

ることである｡具体的には､域内貿易の活性化､

海外からの直接投資および域内投資の促進､域

内産業の国際競争力の強化をはかることを狙い

としている｡

AFTAの中心な政策である共通有効特恵関

税 (CEPT)の対象品目は､域内で生産された

全ての工業製品と農産品とされており､それぞ

れ適用品目リス ト (IL:InclusionList､関税引

き下げ対象品目)､一時的除外品目リスト(TEL:

TemporaryExclusionList)等に分類される｡

ただし､CEPTの例外品目として､一般的除外

品目 (国防､生命-健康の保護､歴史 ･考古学

的保護)､一時的除外品目 (CEPTの対象とす

るには未だ整備の整っていない品目)､センシ

ティブ品目 (一部の未加工農産品)の3種類が

あり､後者2種類については､最終的にCEPT

適用品目とすることが決められている｡

ASEANは､AFTAの最終 目標 として､99

年9月のASEAN経済閣僚会議において輸

入関税撤廃の目標年につき決定 (原加盟国は

2015年､新規加盟国は20Ⅰ8年)｡その後､同

年12月の第3回ASEAN非公式首脳会議にお

いて､輸入関税撤廃に関する9月の経済閣僚会

議の決定を更に早め､原加盟国6カ国について

は2015年から2010年に前倒しして輸入関税撤
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廃を実施すること､また新規加盟国については､

幾つかの例外品目を除き､2018年から2015年

に前倒しで実施することで原則合意した｡よっ

て､AFTAの関税撤廃の最終実現は､今のと

ころ2015年となる見込みである｡

ASEAN原加盟6カ国の関税引き下げの実施

状況については､一部の品目で遅れている国が

あるものの､2002年までのCEPTの最終関税

率 (0-5%)実現は概ね達成されている｡今

後は関税の撤廃に向けた取組みが重要となる｡

新規加盟4カ国の関税引き下げスケジュールに

ついては､努力目標的な色彩が強く拘束力は弱

いものとなっており､今後の実施状況を注視し

ていく必要がある｡

以 上 の よ うな､ASEAN諸 国 にお け る

AFTAの進展は､日本企業アジア戦略の再編

をもたらしている｡ 特に､電機､機械､自動車

産業を中心とした日系企業は､東南アジア諸国

内で最適立地を求めて国際分業が進展してきて

いる｡ASEANで最も比較優位の国に､製品や

部品生産の拠点を集約し､ASEANで最適な工

程･部品･製品分業をしようとする動きである｡

El本企業のアジア戦略において､このような

ASEAN域内で国際分業が一層進むであろう｡

ASEANと中国との FTA

アジア地域の経済的関係として注目されるの

は､ASEANと中国との間にFTA (自由貿易

協定)が実現しつつあることである｡ タイ､マ

レーシア､シンガポール､フィリピン､インド

ネシア､ブルネイのASEAN先発加盟国6国

と中国は､2005年からFTAの一部品目の先行

実施に踏み切った｡これで関税を引き下げる品

目は､中国とASEAN6か国との間の貿易品目

の9割以上をカバーする7000品目強で､大半

の関税率が5%以下になる｡2010年をめどに､

関税率ゼロを目指すとしている｡ ベ トナム､カ

ンボジア､ミャンマー､ラオスの後発加盟国と

中国の間でも､2015年をめどに関税率ゼロを

めざすとしている｡
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日本とアジアの FTA

日本においても､FTAが実現してきている｡

日本政府は､FTAの要素を含む経済連携協定

(EPA)も重視している｡ 経済連携協定とは､

FTAの要素を含みつつ､締約国間で経済取引

の円滑化､経済制度の調和､協力の促進等､市

場制度や経済活動の一体化のための取組も含む

対象分野の幅広い協定である｡

2005年5月､ 日本はマ レーシアとの間で

FTAを核とする経済連携協定に合意した｡そ

の後､日本政府は､シンガポール､フィリピン､

インドネシアとの間でも､経済連携協定が合意

している｡ 日本 とASEANとの間でも､2007

年8月に合意した｡オース トラリアやニュー

ジーランドとの間でも､FTAを含めた経済連

携協定の締結に向けた協議を始めている｡

以上のような日本のFTAの進展は､日本と

アジア太平洋諸国との投資関係､貿易関係をさ

らに緊密化することになろう｡

アジア諸国のFTAの状況をみてみよう｡ 中

国とシンガポールは､2008年9月FTAで妥

結した｡ASEANとインドのFTAでは､自由

化除外品日を489に減らして､物品の輸入関税

を引き下げることで合意した｡これを受けてソ

ニーがタイからインド-の輸出を増やす計画で

ある｡ASEANとオース トラリア､ニュージー

ランドのFTAでは､物品の輸入関税の引き下

げに加えて､サービス､投資､知的財産を含む

締結で合意した｡これを受けて､ホンダはタイ

からオース トラリアへの輸出を増やす計画であ

る｡

以上のように､アジア諸国においても域内

やオセアニア諸国とのFTAが進展してきてい

る｡ 日本企業においても､FTAに対応した国

際経営戦略が重要となってきている｡ 著者が

特に注 目しているのは､インドとASEANと

のFTAである｡ これからの発展が期待される

大国インド市場-の日本企業の戦略において､

ASEANで生産しインド-輸出するという戦略

が有利な状況となる｡ 日本企業の輸出拠点とし

てのASEANの重要性はますます高まるであ

ろう｡

アジアのフロンティア諸国CLMVT (カンボ

ジア､ラオス､ミャンマー､ベトナム､タイ)

と中国

現在経済発展は遅れているが､これから発展

が期待されている国としてカンボジア､ラオス､

ミャンマー､ベ トナム､および中進国タイの頭

文字をとってCLMVTと呼んでいる｡

表 1および表2は､CLMVTの経済関連統計

と人的資源関連統計をみたものである｡

CLMVTの人口をみると､ベ トナムが最も多

表 1 CLMVTの経済関連統計

人口 人口密度 国民総所得(GNⅠ), 1人当たりの国 PPP表示の国民 PPP表示 1人当たり国民総所得(1ドル)(100万人) (1km2) (10億 ドル) 民総所得(1ドル)総所(10億 ドル)
ベ 一､ナム 85 275 67.2 790 216.9 2,550

カンボジア 14 82 7.9 540 24.5 1,690

ラオス 6 25 3.4 580 ll.4 1,940

ミャンマー 49 74 219(ⅠMF推定)

タイ 64 125 217.4 3,400 503.1 7,880

中国 1,320 142 3.120.9 2,360 7,083.5 5,370

日本 128 351 4,813.3 37,670 4,420.6 34,600

(世界銀行 ｢世界開発報告2009｣の主要開発指標より著者作成)
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表2 CLMVTの人的資源関連統計

成人識字率 (%)出生時余命(男)出生時余命(女)1日1ドル未満の人口(%) 1日1ドル(PPPドル)の人口 (%) 初等教育修了翠 (%)

ベトナム 90 68 73 7.1 94

カンボジア 74 54 61 66.0 6.8 92

ラオス 69 62 65 27.0 8.1 76

タイ 93 68 74 2以下 6.3 82

中国 91 70 74 9.9 4.3 98

(世界銀行 ｢世界開発報告2009｣の主要開発指標より著者作成)

く8,500万人､タイ6,400万人､ミャンマー4,900

万人､カンボジア1,400万人､ラオス600万人

である｡CLMVTの合計人口は2億 1,800万人

と､かなりの人口規模の地域となる｡CLMVT

に中国を加えると､人口規模は15億 3,800万

人とのなり､世界人口 (66億 1,200万人:世界

銀行の統計)の約4分の1となる｡CLMVTと

中国は､人口規模からすると､極めて大きな地

域であり､潜在的市場としても大きいと言える｡

国民所得からみると､CLMVTはタイを除

くとかなり低い水準である｡1人当たりの国

民総所得 (GNI)は､タイが3,400ドルである

が､ベ トナムが790ドル､カンボジアが540ド

ル､ラオスが580ドル､ミャンマーが219ドル

である｡各国の物価水準を考慮した購買力平価

(ppp)による1人当たりの国民総所得の統計

では､タイが7,880ドル､ベ トナムが2,550ドル､

カンボジアが1,690ドル､ラオスが1,940ドル

と高い数字になっている (なお､日本の購買力

平価による1人あたりの国民所得は32,600ド

ル､中国のそれは5,870ドルである｡)CLMVT

は､依然として低開発国の水準にある｡

成人識字率と初等教育修了率をみると､教

育水準はタイとベ トナムが最も高く､カンボ

ジアとラオスはまだ課題が多いと言えるであろ

う｡識字率は､タイ93%､ベ トナム90%に対して､

カンボジア74%､ラオス69%である｡ 初等教

育修了率は､ベ トナム94%､カンボジア92%､

タイ82%､ラオス76%である｡CLMVTでは､

教育水準が高いのはタイとベ トナムである｡ベ

トナムの教育水準の高さは､これからの経済発

展にとって大きな優位性となるであろう｡

貧困の指標としての1日1ドル未満の人口

(PPPドル)をみると､ラオス8.1%､ベ トナム

7.10/.､カンボジア6.80/.となっている｡CLVは､

近年貧困は改善してきつつあるが､貧困の問題

は依然として大きな問題である｡

おわりに一制度分析と国際経営

著者は､国際経営研究において､経営学の視

点での研究のみならず､国際経営環境 ･制度の

視点での研究が重要であると考えている｡すな

わち､企業のグローバル化は､異質な環境 ･制

度下での企業競争という状況であるため､国内

戦略以上に､経営環境 ･制度-の認識が重要で

ある｡特に経営環境に不確実性や異質性が高い

アジアフロンティア諸国の国際経営を解明する

場合､経営環境としての法､経済､政治などの

制度の視点での分析が不可欠である｡ 国際経営

研究における制度として経済 ･法律 ･政治 ･社

会制度が重要であろう｡

本稿では､制度とは何かについて言及し､地

域統合の制度としてのAFTAのケースを取り

上げた｡本論文は､制度研究の先行研究をサー

ベイし､アジアフロンティア諸国であるカンボ

ジア､ラオス､ミャンマー､ベ トナム､タイお

よび中国に関する制度と国際経営環境について

論じた｡著者は､フロンティア分野としての制

度と国際経営に関して今後とも研究に取り組ん
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でいきたいと考えている｡

〔注〕

1) 新制 度派経 済学 につ いて は､Yeager

(1999),Eggertsson(1990),Jensen

(1998),Jensen(2000),菊揮研宗編

著 (2006)､などに詳しい解説がある｡

2) Simon(1997), お よ びMarch&Simon

(1958)を参照｡

3) Williamson(1975)｡

4) Northの代表的著作として､North(1990)

がある｡

5) この定義は､青木 (1995)1ページによる｡

6) North(1990)､訳書3ページによる｡

7) North(1990)､訳書4ページによる｡

8) この比較制度分析の視点からの分析の類型

は､青木 (1996)2ページによる｡

9) 青木 (1996)は､この戦略的補完性の説明

として､以下の事例を挙げている｡

｢たとえば､日本の鉄道網の中心をな

すJRのシステムでは､新幹線を除い

て線路の幅は狭軌に統一されている｡

列車の相互乗り入jtの可能性や､それ

が駄目な場合の荷物や旅客の乗り換え

に伴う費用を考えれば､新たな鉄道を

造る場合､既存の鉄道網が狭軌中心な

ら狭軌の､広軌中心なら広軌の新鉄道

を造ることが有利である｡このように､

システムの中で1つの仕組み (狭軌鉄

道)の割合が増えるほど､その仕組み

を選ぶことが有利になることを､｢戦

略的補完性 (strategiccomplementarit

y)｣が存在するという｡(同書8ページ)｣

10)青木 (1996)は､この制度的補完性の説明

として､以下の事例を挙げている｡

｢制度や仕組みには､それら同士の間に補

完性が存在する｡ 例えば､船舶･鉄道･

航空機などを使った大量輸送のために

は､港湾 ･駅 ･空港などのインフラス

トラクチュアが必要である｡ しかしこ

れらの輸送インフラがあるからといっ

て､輸送需要が生まれるわけではな

い｡輸送インフラは後背地の需要に支

えられているからである｡ 他方 ･輸送

インフラが存在しなければ後背地の利

便性は低へ､人口も増えず商業蓄積も

生まれない｡輸送インフラと後背地の

蓄積の間には､お互いの補完性が存在

するのである｡ このような1つの経済

システムに存在する多様な制度的仕組

みが､お互いが制度的補完の関係にあ

ることが ｢制度的補完性 (institutional

complementarity)であ り,これが経

済システムの強籾さを強めているので

ある｡(同書7～9ページ)｣

ll)青木 (1996)は､この経路依存性の説明と

して､以下の事例をあげている｡

｢たとえば､明治時代に日本の鉄道が

狭軌を採用したのは､狭小な国土の中

で急速に鉄道建設を行う必要があった

一方､経済発展を始めたばかりで資本

蓄積の小さい日本経済にとって､それ

が経済負担の少ない選択だったからで

ある｡ 異なる制度の社会的適合度は､

経済システムが直面する歴史的 ･技術

的 ･社会的 ･経済的環境に依存するの

であり､これが比較制度分析で重要な

役割を果たす経済システムの ｢経路依

存性 (pathdependence)｣である｡(同

書8ページ)｣
12)Marsden

13)Marsden

ン′0

14)Marsden
~ヽナ
ン′0

15)Marsden

ン′0

16)Marsden
■-LTE=
ン′0

17)Marsden

(1999)0

(1999)､訳書59ページ､349ペ-

(1999)､訳書61ページ､349ペ-

(1999)､訳書46ページ､159ペ-

(1999)､訳書65ページ､159ペ-

(1999)､訳書158-163ページ｡



18)Crouch&Streek(1997)､訳書 9-11ページ｡
19)Boyer(2004)､訳書 14-15ページ､74-81ペ-

ン′o

20)Boyer(2004)､訳書27-28ページ｡

21)Amable(2003)､訳書 199-208ページ｡

22)Albert(1991)､訳書34-35ページ｡

23)移行の経済学の代表的な研究 として､

Lavigne(1999)､ 石 川 ･原 (1999)､

大野 (1996)などがある｡

24)安田 (2005)､197-199ページ｡

25)香川 (2000)､3-10ページ｡

26)香川 (2000)､13ページ｡

27)香川 (2000)､56-82ページ｡

28)wTOにつ い て は､ 田村 次郎 (2006)､

UFJ総合研究所編 (2005)､外務省経

済局サービス貿易室編 (1997)､経済

産業省通商政策局編 (2008)､などが

詳しい解説を行なっている｡

29)GATS第2条の条文は以下である (外務

省経済局サービス貿易室編 (1997)に

よる)｡｢第2条最恵国待遇

1.加盟国は､この協定の対象となる措

置に関し､他の加盟国のサービス及び

サービス提供者に対し､他の国の同種

のサービス及びサービス提供者に与え

る待遇よりも不利でない待遇を即時か

つ無条件に与える｡

2.加盟国は､1の規定に合致しない措

置であっても､第2条の免除に関する

附属書 (運輸航空サービスに関する付

属書､金融サービスに関する付属書､

電気通信に関する付属書)に掲げられ､

かつ､同附属書に定める要件を満たす

場合において､当該措置を維持するこ

とができる｡｣

30)GATS第17条の条文は以下である (外務

省経済局サービス貿易室編 (1997)に

よる)｡

｢第17条内国民待遇

加盟国は､その約束表に記載した分野

制度分析と国際経営 101

において､かつ､当該約束表に定める

条約及び制限に従い､サービスの提供

に影響を及ぼす全ての措置に関し､他

の加盟国のサービス及びサービスの提

供者に対し､自国の同種のサービス及

びサービス提供者に与える待遇よりも

不利でない待遇を与える｡｣

31)GATS第6条の条文は以下である (外務

省経済局サービス貿易室編 (1997)に

よる)｡

｢第6条国内規制

加盟国は､特定の約束を行った分野に

おいて､一般に適用される全ての措置

であってサービス貿易に影響を及ぼす

ものが合理的､客観的かつ公正な様態

で実施されることを確保する｡｣

32)GATS第16条の条文は以下である (外務

省経済局サービス貿易室編 (1997)に

よる)｡

｢第16条市場アクセス

1.加盟国は､第1条に規定するサービ

スの提供の様態による市場アクセス

に関し､他の加盟国のサービスおよび

サービス提供者に対し､自国の約束表

において合意し､特定した制限および

条件に基づく待遇よりも不利でない待

遇を与える｡

2.加盟国は､市場アクセスに係わる約

束を行った分野において､自国の約束

表において別段の定めをしない限り､

小地域を単位とするか自国の全領域を

単位とするかを問わず次の措置を維持

し､またはとってはならない｡

((a)-(f)は省略)

(e)サービスが合弁企業の法定の事業

体を通じサービス提供者によって提供

される場合において､当該法人事業体

について特定の形態を制限しまたは要

求する措置｡

(f)外国資本の参加の制限 (外国の株
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式保有比率または個別もしくは全体の

外国投資の総額の比率の上限を定める

もの｡)

33)GATS第19条の条文は以下である (外務

省経済局サービス貿易量編 (1997)に

よる)0

｢第 19条漸進的な自由化､特定の約束

についての交渉

1,加盟国は､この協定の目的に従い及

び漸進的に一層高い水準の自由化を達

成するため､世界貿易機関協定が効力

を生ずる日から5年以内に引き続き

交渉のラウンドを開始し､その後も定

期的に行う｡ 当該交渉は効率的な市場

アクセスを与える手段として､加盟国

の措置がサービス貿易に及ぼす悪影響

を軽減し又は除去することを目的とす

る｡ この漸進的な自由化の過程は､全

ての参加国の利益互助的な基礎の上に

増進し､かつ､権利及び義務の全体的

な均衡を確保することを目的とする｡｣

34)経済産業省通商政策局編(2008)､43-49ペ-
ヽナ

ン′｡

35)ILOについては､ 日本ILO協会 (1999､

2004)､中山 (1998)､吾郷 (2005)に

詳しい解説がある｡

36)ILO憲章前文､およびフィラデルフィア

宣言 (国際労働機関の目的に関する宣

言)については､日本ILO協会 (1999)

に日本語訳がある｡

37)日本ILO協会 (2005)､20ページ｡

38)Yeager(1999),邦訳 13ページ｡

39)AFTA､FTAについては､ ジェ トロ編

(2009)､通産省通商政策局編 (2008)

に詳しい解説がある｡
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